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●
●●
● トピックス

トピックストピックス
トピックス

（１）   　2017年8月、環境省は「環境ビジネス」の景況感を測る環境経済観測調査の結果をまとめて公表しました。

国内企業を対象に半年ごとに実施しており、今回2017年6月調査の結果、業況【ＤＩ】は依然として「良い」が

「悪い」を上回り、将来の「環境ビジネス」の見通しも好調を維持する数値となりました。

　【ＤＩ】は、ビジネスの業況などを示す指数の1つで【Ｄｉｆｆｕｓｉｏｎ　Ｉｎｄｅｘ】の略となります。アンケートで「良い」

「さほど良くない」「悪い」の選択肢から回答を得て回答の割合の差を出します。単位は、「％ポイント」で数値

が大きい程、「環境ビジネス」の好調を示しています。

　 日本で発展していると考える環境ビジネスの上位5は、①省エネルギー自動車、②大気汚染防止用装置・

施設、③再生可能エネルギー、④下水、排水処理用装置・施設、⑤太陽光発電システムとなっています。

　 今後実施したいと考える環境ビジネスの上位５は、①再生可能エネルギー、②その他の地球温暖化対策、

③省エネルギーコンサルティング等、④スマートグリッド、⑤省エネルギー自動車となっています。

　 環境ビジネスの調査は、①環境汚染防止、②地球温暖化対策、③廃棄物処理・資源有効利用、⑤自然

環境保全の４項目で分類しています。調査の対象となった民間企業の業況ＤＩは、①環境汚染防止ビジネス

と②地球温暖化対策ビジネスが全体を牽引しているといえます。

（２） 　 2017年7月、国立研究開発法人国立環境研究所は、東京大学大気海洋研究所などの研究グループ

と共に、テレビやラジオの放送波を発信する世界一高い電波塔「東京スカイツリー」の地上高さ250ｍ地点に

大気観測スペースを整備し、二酸化炭素など温室効果ガスの観測を開始しました。

　 この手法は、二酸化炭素濃度と放射性炭素同位対比を分析することで、化石燃料の燃焼によるものか、植

物の呼吸によるものか、排出源の推定もできます。さらに酸素濃度の分析も組み合わせることで、燃やしたも

のが天然ガスなのか、石油なのかも推定でき、大都市における温室効果ガスの排出量や吸収量、関連物質

の影響などの詳細な把握が可能となっていきます。

　今後は、2018年度の打ち上げが予定される温室効果ガス観測技術衛星「いぶき2号」から地球観測データ

を組み合わせることで、精度がさらに向上する効果が期待できます。

（３）   　レジ袋やペットボトルなど使い捨てプラスチックごみによる海洋汚染に注目が集まっています。状況は先

進国だけでなく、中国やインドなどの新興国や発展途上国を含めて地球規模で深刻化しています。日本が

抱える問題も大きく、環境省の担当者は「２４時間営業のコンビニエンスストアーと多数の自動販売機という日

本独特のライフスタイルが使い捨てプラスチック問題の解決を困難にしている」と指摘しています。

 　日本では、プラスチックごみの分別回収が進んでいるというのが一般的な理解ですが、データからは意外な

ものが見えてきています。プラスチックごみ排出量915万トンの内、原材料として再利用されたものは205万トン

：22％にすぎません。しかも、そのうち161万トンが東南アジア諸国に輸出されています。

　 一方、国内で回収された後に焼却されたプラスチックごみの量は、焼却時に出る熱を利用したサーマルリサ

イクルを含めて600万トン：33％が燃やされている計算となります。「脱炭素」を掲げるパリ協定の採択後、二酸

化炭素の発生源となるごみの焼却には厳しい目が向けられています。焼却と輸出に依存する日本のプラスチ

ックごみ処理政策は大きな曲がり角に立たされて、方向転換が必要な時期となっています。

（４） 　　2018年7月、政府は新たなエネルギー政策の方向性を示しました。「第5次エネルギー基本計画」となります。

「３Ｅ＋Ｓ(安全性、安定供給、環境性+経済効果）」の原則を踏まえてエネルギー対策の取り組みを明らかにし

ました。2030年の温室効果ガス26％削減に向けて、基本計画の概要は次のとおりです。

再生可能エネルギー

その他 ―

環  境  報　告　書　 ＜２０１８＞
環  境  報　告　書　 ＜２０１８＞環  境  報　告　書　 ＜２０１８＞
環  境  報　告　書　 ＜２０１８＞

水素・蓄電・分散型エネルギーの推進

原子力 20～22％

化石燃料 56%

項　　　　目 電源構成比

22～24％

省エネ
実質エネルギー効率35％減

2030年の目標

主力電源化への布石、低コスト、系統制約の克服、調整力の確保

依存度を可能な限り低減、不断の安全性向上と再稼動

化石燃料などの自主開発の促進、高効率な火力発電の有

効活用、災害リスクなどへの対応強化

徹底的な省エネの継続、省エネ法と支援策の一体実施
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●
●●
● 社内トピックス

社内トピックス社内トピックス
社内トピックス

　弊社も、微力ながら環境配慮型社会の形成を目指し、

持続可能な資源の利用、温室効果ガスの発生量の削減

に努めています。

　 主な内容は、静岡県が推進する、「平成２８年度　産廃

３Ｒキャンペーン」 の計画目標を達成した「産廃トップラン

ナー」として、静岡県のホームページで実績を公表され

ました。これは、各建設現場において廃棄物の発生抑制

・減量化、再生利用の促進に関して積極的に削減を図り、

地球温暖化防止活動や環境配慮型の工事の取り組みの

結果として、総合的に温室効果ガスの削減にも繋げてい

ます。
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●
●●
● 社内表彰工事紹介 　

社内表彰工事紹介 　社内表彰工事紹介 　
社内表彰工事紹介 　

平成３０年度 社長表彰 最優秀賞（建築）

いなば食品㈱第二新工場新築工事 発注者：味の素エンジニアリング㈱

発注者「味の素エンジニアリング㈱」とコミュニケーションを良く取りながら、無事故・無災害で工事を完成させた。

また、発注者からの信頼を得て、会社の業績に貢献した。

平成３０年度 社長表彰 最優秀賞（土木）

平成28年度 富士海岸蒲原堰沢西離岸堤工事 発注者：中部地方整備局 静岡河川事務所

コンクリート工において防寒養生対策や型枠段差目違いのチェックを徹底的に行い品質出来ばえについて高評価を得た。

また、「しずおか建設祭り」の出展参加や工事ＰＲのＤＶＤ作成を行い、建設業の担い手確保にも貢献した。
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●
●●
● 環境パフォーマンス

環境パフォーマンス環境パフォーマンス
環境パフォーマンス

環境負荷・環境影響の状況一覧表
環境負荷・環境影響の状況一覧表環境負荷・環境影響の状況一覧表
環境負荷・環境影響の状況一覧表

（１）
（１）（１）
（１）各事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取り組み

各事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取り組み各事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取り組み
各事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取り組み

１）
１）１）
１） 地球温暖化対策

地球温暖化対策地球温暖化対策
地球温暖化対策

◆省エネ法による年間のエネルギー使用量(原油換算値）の合計が下記のとおり、１，５００KL未満で

特定事業者の指定としては、対象外となっています。

① 総エネルギー投入量 熱量換算係数（Ｊ）により算出

・省エネ法に基づく電気及び各燃料等の使用量を把握するため熱量換算係数（Ｊ：ジュール）に

より算出しています。

基準年度（平成26年度） ： 14,493　ＧＪ

平成30年度　実績　　　　　　　 ： 15,440　ＧＪ

基準年度値に対する増減 ： 　947　ＧＪ　の増加　「未達」

② エネルギー使用量 原油換算（ＫＬ：キロリットル）により算出

・ＫＬは、電気・ガソリン・重油・ガスなど、異なるエネルギーや燃料を共通の単位を用いて合計・

比較しています。

基準年度（平成26年度） ： 374　ＫＬ

平成30年度　実績　　　　　　　 ： 398　ＫＬ

基準年度値に対する増減 ： 24　ＫＬの増加　「未達」
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　２)　
　２)　　２)　
　２)　年度別　原油換算及びエネルギー使用量の比較（過去５年間）

年度別　原油換算及びエネルギー使用量の比較（過去５年間）年度別　原油換算及びエネルギー使用量の比較（過去５年間）
年度別　原油換算及びエネルギー使用量の比較（過去５年間）

●
●●
● 環境保全活動報告

環境保全活動報告環境保全活動報告
環境保全活動報告

　環境方針を受け、平成 30年度の全社環境目的・目標を設定して取り組んできました。

基準年度の目標値に対する活動結果は下表のとおりとなりました。この結果の内容を分析

し、平成 31年度の目標と活動項目を修正した上で活動を継続していきます。

(２)　平成 30年度　温室効果ガスの排出量に対する実績
(２)　平成 30年度　温室効果ガスの排出量に対する実績(２)　平成 30年度　温室効果ガスの排出量に対する実績
(２)　平成 30年度　温室効果ガスの排出量に対する実績

１）
１）１）
１）

地球温暖化防止・省エネルギーによる二酸化炭素排出量（t-CO
地球温暖化防止・省エネルギーによる二酸化炭素排出量（t-CO地球温暖化防止・省エネルギーによる二酸化炭素排出量（t-CO
地球温暖化防止・省エネルギーによる二酸化炭素排出量（t-CO

2
22
2

）の実績
）の実績）の実績
）の実績

全社CO

2

の総排出量の削減目標

：　

平成30年度目標値　907.9　ｔ－CO

2

/年（基準年度「26年度」の３％削減」）

平成30年度　排出量実績 ：　

　856　ｔ－CO

2

/年

「達成」

内訳

①本社、支店、ガソリン等　484　ｔ－CO

2

②個別工事　燃料費含む　372　ｔ－CO

2

個別工事　完工高（千万円）当たり目標 ：　

0.22　ｔ－CO

2

/千万円

平成30年度　排出量実績 ：　

0.13　ｔ－CO

2

/千万円

「達成」

省エネ法１，５００ｋｌ以上は、「特定事業者」の指定対象となるが、当社は該当しない。

原油換算(KL）目標値：374

CO2の総排出量（ｔ－CO2）目標値：908

908
908908
908

374
374374
374
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２）
２）２）
２） 平成30年度の目標 　

平成30年度の目標 　平成30年度の目標 　
平成30年度の目標 　オフィス活動と個別工事施工段階の管理

オフィス活動と個別工事施工段階の管理オフィス活動と個別工事施工段階の管理
オフィス活動と個別工事施工段階の管理

①　オフィス活動（本社・支店・営業所等）

平成26年度を基準年度として、総排出量を平成30年度までに３％削減する。

平成26年度　基準値：470ｔ-CO

2

/年　　平成30年度　目標値：455ｔ-CO

2

/年以下

完成工事高1千万円当たり基準値：0.24ｔ-CO

2

/千万円　　平成30年度　目標値：0.23ｔ-CO

2

/千万円以下

平成30年度　排出量実績

目標値に対して0.17ｔ-CO

2

/千万円　「達成」

②　個別工事施工段階

平成26年度を基準年度として、完工高当たり換算（千万円）を平成30年度までに３％削減する。

平成26年度　基準値：467ｔ-CO

2

/年　　平成30年度　目標値：452ｔ-CO

2

/年以下

完成工事高1千万円当たり基準値：0.23ｔ-CO

2

/千万円　　平成30年度　目標値：0.22ｔ-CO

2

/千万円以下

平成30年度　排出量実績

目標値に対して0.13ｔ-CO

2

/千万円　「達成」

個別工事施工段階の温室効果ガス排出量および
個別工事施工段階の温室効果ガス排出量および個別工事施工段階の温室効果ガス排出量および
個別工事施工段階の温室効果ガス排出量および

完成工事高
完成工事高完成工事高
完成工事高1

11
1千万円当たりの換算量（単位ｔ－
千万円当たりの換算量（単位ｔ－千万円当たりの換算量（単位ｔ－
千万円当たりの換算量（単位ｔ－CO

COCO
CO

２
２２
２

）
））
）

0.22

オフィス活動等の温室効果ガス排出量および
オフィス活動等の温室効果ガス排出量およびオフィス活動等の温室効果ガス排出量および
オフィス活動等の温室効果ガス排出量および

完成工事高
完成工事高完成工事高
完成工事高1千万円当たりの換算量（単位ｔ－

千万円当たりの換算量（単位ｔ－千万円当たりの換算量（単位ｔ－
千万円当たりの換算量（単位ｔ－CO

２
２２
２

）
））
）

完成工事高1千万円当たり（ｔ－CO2/千万円）目標値：

完成工事高1千万円当たり（ｔ－CO2/千万円）目標値：0.22

0.23
0.230.23
0.23
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（３）
（３）（３）
（３）　平成30年度　個別工事における環境負荷の実績

　平成30年度　個別工事における環境負荷の実績　平成30年度　個別工事における環境負荷の実績
　平成30年度　個別工事における環境負荷の実績

１）
１）１）
１） 個別工事施工段階の年間総電力使用量

個別工事施工段階の年間総電力使用量個別工事施工段階の年間総電力使用量
個別工事施工段階の年間総電力使用量

平成26年度を基準年度として、完工高当たり換算（千万円）を平成30年度までに３％削減する。

平成26年度　基準値：705,535kwｈ/年　　平成30年度　目標値：684,369kwｈ/年以下

完成工事高1千万円当たり基準値：353kwｈ/千万円　　平成30年度　目標値：342kwｈ/千万円以下

平成30年度　排出量実績 目標値に対して263kwｈ/千万円　「達成」

２）
２）２）
２） 個別工事施工段階の水資源使用量

個別工事施工段階の水資源使用量個別工事施工段階の水資源使用量
個別工事施工段階の水資源使用量

全現場の水道使用量に対する完成工事高当たり換算使用量の目標値　　　：6.6㎥/千万円

平成30年度　使用量実績 ：7.3㎥/千万円　「未達」

342

6.6

完成工事高1千万円当たり（kwh/千万円）目標値：342

完成工事高当たり使用量（㎥/千万円）目標値：6.6
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３）
３）３）
３） 産業廃棄物総排出量の実績（公共年度）

産業廃棄物総排出量の実績（公共年度）産業廃棄物総排出量の実績（公共年度）
産業廃棄物総排出量の実績（公共年度）

全社廃棄物排出総量の削減目標値 ： 基準年度３％削減目標値　37,796　ｔ

平成29年度　排出量実績 ： 42,771　ｔ 「未達」

内訳　①　建築工事　　30,348ｔ

　　　　②　　土木工事 12,423ｔ

完工高（千万円）当たり目標 ：　 21.4　ｔ/千万円

平成29年度　排出量実績 ：  15.5　ｔ/千万円 「達成」

４）
４）４）
４） 平成27年度～平成29年度の混合廃棄物排出量の実績

平成27年度～平成29年度の混合廃棄物排出量の実績平成27年度～平成29年度の混合廃棄物排出量の実績
平成27年度～平成29年度の混合廃棄物排出量の実績

混合廃棄物排出量の削減目標値 ： 979.0　ｔ

平成29年度　排出量実績 ： 946.8　ｔ 「達成」

完工高（千万円）当たり目標 ：　

0.55　ｔ－CO

2

/千万円

平成29年度　排出量実績 ：

0.56　ｔ－CO

2

/千万円

「未達」

完成工事高当たり排出量（ｔ/千万円）目標値：21.4

完成工事高当たり排出量（ｔ/千万円）目標値：0.55

0.55

21.4
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（４）
（４）（４）
（４）環境保全活動の分析・評価報告

環境保全活動の分析・評価報告環境保全活動の分析・評価報告
環境保全活動の分析・評価報告

１）
１）１）
１） 電気使用量について

電気使用量について電気使用量について
電気使用量について

　本社・支店等の年間総使用量は、平成29年度まで安定した数値を確保していましたが、本社別館の運用が

開始されたため、増加傾向を示しています。一人／日の換算電力使用量でも3.6kw／人・日と一定の値を示し

ていましたが、平成30年度は4.2kw／人・日前後と増加傾向を示しています。今後は、この数値を維持するよ

う努めていきます。

２）
２）２）
２） 水資源の枯渇について

水資源の枯渇について水資源の枯渇について
水資源の枯渇について

 　本社・支店等の年間水道使用量は、電気使用量と同様に安定した数値を確保していましたが、本社別館

の運用に伴い増加傾向を示しています。一人／日の換算水道使用量は、45ℓ／人・日と一定の値を示してい

ましたが、5ℓ／人・日ほどの増加傾向を示しています。今後は、この数値を維持するよう努めていきます。　 

３）
３）３）
３） 産業廃棄物排出量について

産業廃棄物排出量について産業廃棄物排出量について
産業廃棄物排出量について

　 産業廃棄物の総排出量は、平成26年度：2万6千トン、平成27年度：2万7千トン、平成28年度：2万2千トン

でしたが、平成29年度は、一気に4万2千トンを超える排出量となりました。完成工事高１千万円当たりの換算

排出量は、12.0～17.5ｔ/千万円程度の範囲で横ばいを示しています。

　 しかし、混合廃棄物の排出量については、年度によって浮き沈みがあり、３Ｒをさらに推進する必要があり

ます。また、近年は、県外工事が拡大しており県外の排出量にも配慮して行動をとる必要があります。　 

　今後は、優良認定処理業者の有効活用を積極的に行う仕組みを構築し、安心した処理を任せられる業者

と委託契約をするよう努めていきます。

電気使用量年間1人・日/kw平均値：3.6

水道使用量年間1人・日/ℓ 平均値：45
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●
●●
● 社会貢献活動
社会貢献活動社会貢献活動
社会貢献活動

間伐材に寄与する取り組み
間伐材に寄与する取り組み間伐材に寄与する取り組み
間伐材に寄与する取り組み 地域貢献の取り組み

地域貢献の取り組み地域貢献の取り組み
地域貢献の取り組み

静岡市清水区興津中町自治会　興津駅前美化活動に地域貢献（興津港湾関連工事部門）
静岡市清水区興津中町自治会　興津駅前美化活動に地域貢献（興津港湾関連工事部門）静岡市清水区興津中町自治会　興津駅前美化活動に地域貢献（興津港湾関連工事部門）
静岡市清水区興津中町自治会　興津駅前美化活動に地域貢献（興津港湾関連工事部門）
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地域貢献活動

三保松原　清掃活動（工事部門）
三保松原　清掃活動（工事部門）三保松原　清掃活動（工事部門）
三保松原　清掃活動（工事部門）
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